








関（World Tourism Organization： 正式略称は UNWTO）で、1999

















の権利（Right to Rest and Leisure）」に当然付随するものである。
この「休息と余暇の権利」は、『世界人権宣言』第 24 条お
よび『経済的・社会的及び文化的な権利に関する国際条約』












活動（beneﬁcial activities）の推進（同倫理憲章第 5 条）、および「観
光産業における労働者・事業者の権利（rights of the workers 


















































































プリチャー ド（Pritchard,A.）／モーガン（Morgan,N.）は 2011 年、
かれらの主張するホープフル・ツ リーズムに関連させて、人間
には「旅行の権利（travel as a right of citizenship）」があると論じ
ている（S, p.425）。また、ベルギーのベランゲル（Bélanger, C. É.）
とカナダのジョリン（Jolin,L.）は、2013 年の論考で、ヨー ロッパ
で一般的な考え方になっている「みんなのツ リーズム」のスロー
ガンに合わせて、「みんなの休暇とツ リーズムの権利（a right to 































































　カスタネ ダーの主張は主に次の 2 点を論拠にしている。第 1
点は、例えば「観光の権利」を規定している同憲章第 7 条（特



























































































Principles on Business and Human Rights）」（文献 U）に代表的に示
されているが、この決議は次の 3 本柱を骨子とするものであ
る。①「国家における人権保護の義務（The State Duty to Pro-
tect Human Rights）」、②「企業における人権尊重の責任（The 




て「観光と発展のためのワーキンググループ（Working Group on 
Tourism　and　Development）」が設けられ、その中の小委員会
（roundtable）により実行策として2013 年に「観光における人権：
観光事業者のための実行ガイドライン（Human Rights in Tourism：
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